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丹波市新規起業者店舗等賃借料支援事業補助金交付要綱 

令和元年11月12日 

告示第324号 

丹波市新規起業者支援事業補助金交付要綱（平成29年丹波市告示第262号）の

全部を改正する。 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、市内での新規起業者の増加による経済活性化を図るため、

丹波市新規起業者店舗等賃借料支援事業補助金（以下「補助金」という。）

を交付することに関し、丹波市補助金等交付規則（平成16年丹波市規則第42

号）に定めるもののほか必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各

号に定めるところによる。 

(１) 中小企業者 中小企業基本法（昭和38年法律第154号）第２条第１項に

規定する中小企業者をいう。 

(２) 起業 事業を営んでいない個人が次に該当する場合をいう。 

ア 所得税法（昭和40年法律第33号）第229条に規定する開業の届出により、

新たに事業を開始する場合 

イ 新たに法人を設立し、事業を開始する場合 

(３) 店舗等 不動産登記規則（平成17年法務省令第18号）第111条に規定す

る建物であり、かつ、事務所及び倉庫を除く専ら商業的な活動を日常的に

行うための場所をいう。 

(４) 過疎地域 過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法（令和３

年法律第19号）の規定により指定を受けた地域をいう。 

（補助対象者） 

第３条 補助金の対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、次の各号

のいずれにも該当するものとする。 

(１) 市内の店舗等を賃借して起業する中小企業者（第１次産業及びチェー

ン店に係るものを除く。） 

(２) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77

号）第２条第２号に規定する暴力団に関係するものでない者 

(３) 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和23年法律第

122号）に定める風俗営業を営む者でない者。ただし、同法第２条第１項第

１号に規定する料理店は除く。 

(４) 丹波市商工会の経営指導等により推薦を受けた者 

(５) 市税を滞納していない者 

(６) 営業に必要な許可等を取得し、又は取得が見込まれる者 

(７) 店舗等賃借物件の所有者と４親等内の親族でない者 

(８) 店舗等賃借物件の所有者と利害関係を有しない者 

（補助対象経費） 

第４条 補助の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、店舗等

の賃借料（消費税及び地方消費税に相当する額を除く。）とする。 

（補助金の額） 
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第５条 補助金の額は、補助対象経費に４分の１を乗じた額以内の額とし、１

月当たり２万５千円を限度とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、補助対象者が次の各号に掲げる要件のいずれか

に該当するときの補助金額は、補助対象経費に２分の１を乗じた額以内の額

とし、１月当たり５万円を限度とする。 

(１) 過疎地域において起業するとき。 

(２) 女性であるとき。 

(３) 若者（起業した日において40歳未満である者をいう。）であるとき。 

３ 前項の場合において、補助対象者が同項各号の要件のうちいずれか２以上

の要件に該当するときは、「２分の１」とあるのは「４分の３」と、「１月

当たり５万円」とあるのは「１月当たり７万５千円」と読み替えるものとす

る。 

４ 前３項の場合において、補助金の額に1,000円未満の端数が生じたときは、

これを切り捨てるものとする。 

５ 補助対象となる期間は、第８条に規定する補助金の交付に係る認定の決定

を受けた日の属する月の翌月から12月を限度とし、かつ、確実に事業を営ん

でいる月を対象とする。 

（補助事業の要件等） 

第６条 補助の対象となる事業（以下「補助事業」という。）は、次の各号の

全てを満たすものとする。 

(１) 起業する業種が、小売業、飲食業、サービス業等で、かつ、市長が認

める業種であること。 

(２) フランチャイズ契約又はこれに類する契約に基づく事業でないこと。 

(３) 他の者が行っていた事業を継承して行う事業でないこと。 

(４) 起業に関して国、県又は市の制度による他の補助又は助成において補

助対象経費が重複していないこと。 

(５) 地域の風紀を著しく害する事業でないこと。 

（認定の申請） 

第７条 補助金の交付に係る認定を受けようとする者（以下「申請者」という。）

は、丹波市新規起業者店舗等賃借料支援事業補助金受給資格認定申請書（以

下「申請書」という。）に次に掲げる書類を添えて、市長に提出するものと

する。 

(１) 起業計画書 

(２) 収支予算書 

(３) 丹波市商工会の推薦書 

(４) 不動産賃貸借契約書及び平面図面の写し 

(５) 所得税法に基づく開業届又は商業・法人登記事項証明書の写し 

(６) 市税の滞納がないことを証する書類（発行日から１月以内のものに限

る。） 

(７) 許認可等を必要とする業種の場合はその許可証の写し 

(８) 誓約書 

(９) その他市長が必要と認める書類 

２ 前項の場合において、申請者が市税の納付状況調査に同意する意思を明ら
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かにしたときは、同項第６号に規定する書類を省略することができる。 

３ 第１項の規定にする申請書の提出期限は、同項第３号に規定する丹波市商

工会の推薦書の交付日から起算して90日以内とする。 

（認定の決定） 

第８条 市長は、前条に規定する申請があったときは、その内容の審査により、

補助金の交付に係る認定の可否を決定し、丹波市新規起業者店舗等賃借料支

援事業補助金受給資格認定通知書により申請者に通知するものとする。 

（補助金の交付申請及び請求） 

第９条 前条の規定により認定を受けた者（以下「受給資格者」という。）は、

次項に定める請求月の末日までに、丹波市新規起業者店舗等賃借料支援事業

補助金交付申請書兼請求書（以下「申請書兼請求書」という。）に次に掲げ

る書類を添えて、市長に提出するものとする。 

(１) 店舗等賃借料を支払ったことが分かる書類 

(２) 収支内訳書（売上原価等の詳細が分かるもの） 

(３) その他市長が必要と認める書類 

２ 補助金の請求月及び補助対象月については、次の表に定めるとおりとする。

ただし、各請求月において補助対象月の合計月数が12月に達するときは、12

月に達する月までの月を補助対象月とする。 

請求月 補助対象月 

７月 ４月分から７月分まで 

11月 ８月分から11月分まで 

３月 12月分から３月分まで 

（補助金の交付決定等） 

第10条 市長は、前条の規定による申請書兼請求書の提出があったときは、そ

の内容を審査し、必要に応じて行う現地調査等により、補助金の交付の可否

及び補助金の交付額を決定し、丹波市新規起業者店舗等賃借料支援事業補助

金交付決定通知書により受給資格者に通知するものとする。 

２ 市長は、前項の規定により補助金の交付を決定したときは、交付の決定を

受けた受給資格者に補助金を交付するものとする。 

（受給資格の喪失） 

第11条 受給資格者は、認定期間において、廃業のほか次の各号のいずれかに

該当する場合は、その資格を喪失するものとする。 

(１) 第３条に規定する補助対象者の要件を有しなくなったとき。 

(２) 虚偽の方法により補助金の交付を受けたとき。 

(３) その他市長が必要と認めたとき。 

２ 受給資格者は、廃業又は前項第１号に該当する場合は、当該事由が生じた

日から14日以内に市長にその旨を丹波市新規起業者店舗等賃借料支援事業補

助金受給資格喪失届により届け出なければならない。 

（交付決定の取消し） 

第12条 市長は、受給資格者が前条第１項第２号の規定に該当する場合は、補

助金の交付決定を取り消すことができる。 

２ 市長は、前項の規定による取消しをした場合には、受給資格者に対し、丹
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波市新規起業者店舗等賃借料支援事業補助金交付決定取消通知書により通知

するものとする。 

（補助金の返還） 

第13条 市長は、前条の規定により補助金の交付決定を取り消した場合におい

て、既に補助金が交付されているときは、受給資格者に対し、丹波市新規起

業者店舗等賃借料支援事業補助金返還命令書により期限を定めて返還を命ず

るものとする。 

（立入検査等） 

第14条 市長は、補助事業の適正を期すため必要があるときは、補助対象者に

対して補助事業の状況を報告させ、又は市職員に店舗等に立ち入り、帳簿書

類その他の物件を検査させ、若しくは関係者に質問させることができる。 

２ 前項の職員は、その身分を示す証票を携帯し、関係者の要求があるときは、

これを提示しなければならない。 

（その他） 

第15条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、公布の日から施行する。 

（有効期限） 

２ この要綱は、令和９年３月31日限り、その効力を失う。ただし、同日以前

にこの要綱に基づき既に認定の決定を受けた補助金の交付及び返還等に関す

る規定は、この要綱の失効後も、なおその効力を有する。 

（経過措置） 

３ この要綱の施行の際現に改正前の丹波市新規起業者支援事業補助金交付要

綱の規定により補助金の交付を受けている者については、なお従前の例によ

る。 

 


